日本の財政危機について
（低クオリティ版）

要旨
日本の財政が大きな負債を抱えています。財務省の発表では政府、地方、その他を合わせた負債総額が平成２６年末で１，０１１兆円と言われ、国民一人当たり８００万円以上の借金を抱え、ＧＤＰ比で２倍になって、財政の危機が叫ばれています。

確かに税収が５４兆円なのに国債発行額が４１兆円、予算に占める借金の割合が４３％になっています。一般の家で言えば収入が５４０万円なのに９５０万円の生活をして４１０万円の借金をしている事になり、まさに家計の破綻状態です。しかし、一般家庭で考えた時、普通は貯金があり、貯金を使うのが普通です。貯金を取り崩さず借金を増やす事はあまりしません。
一般的な感覚で、この状態を見てみましょう。家を購入する時、健全な残債は収入の５倍以内と言われています。これを政府予算と債務の関係で見てみましょう、税収を収入、債権残高をローン金額としてみた場合、収入は５４０万円、ローンの残債が１０１兆円です。つまり所得の１，８７２倍のローンを組んだ事になります。これは完璧な破綻者と言われる状態を遥かに超えた状態と言えます。普通に考えてこの金額が返済可能な金額とは思えません。多くの経済学者が叫んでいること、財務省はこの当事者ですから、盛んに日本の財政状態のインフォメーションを行っている事も、我々は理解しないと無責任と言われる事になります。

この事を念頭に日本の財政について考えてみる必要があり、政府の発表している予算、債券発行残高、その他について検証した上で、マクロ的、ミクロ的観点からどのような施策を講じるべきか考えました。
第一章　日本の直近の国家財政の外観
平成２７年度の一般会計を財務省の資料からみてみましょう。
一般会計の総額は９６兆３，４２０億円です。平成２６年度一般会計が９５兆８，８２３億円ですから２６年度予算に比べに４，５９７億円の増加です。
第一節　平成２６年度の予算内訳
１．　平成２６年の予算内訳明細。

	平成２６年度　一般会計(億円）
	958,823
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	項目
	社会保障関係
	地方交付税
	公共事業費
	文京・科学
	防衛費
	その他
	債務償還費
	利払費等

	歳出
	305,175
	161,424
	59,685
	54,412
	48,848
	0
	131,383
	101,319

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他内訳
	食料安定
	中小企業
	エネルギー
	恩給
	経済協力
	その他経費
	予備費
	

	
	10,507
	1,853
	9,642
	4,451
	5,098
	61,526
	3,500
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	項目
	所得税
	法人税
	消費税
	その他
	建設公債
	特例公債
	その他収入
	歳入合計

	歳入
	147,900
	100,180
	153,390
	98,540
	60,020
	352,480
	46,313
	958,823


財務省資料
一般会計９５兆８，８２３億円に対し公債発行額が４１兆２，５００億円ですから借金財政そのもので、予算総額に占める公債総額の割合が実に４２．８６％に達しています。
一般的な会計で見ると破綻寸前の会社の会計、明らかに赤字会計です。国は通貨の発行権利を持っていますから、また日銀法では通貨の発行は国債その他の担保を取って通貨を発行する決まりです。しかし、国債を発行する事で通貨の発行が可能になります。したがって国債を国が発行し日銀が通貨と交換する事でお金が生まれる仕組みで、赤字会計が可能となります。しかし、無尽蔵に通貨を発行すると国全体の経済と通貨の量にアンバランスが発生し通貨の価値が経済の実態と比べた場合低くなり、結果としてハイパーインフレを起こす事になり、債権を日銀が直接購入する事を禁じています。

先の戦争を遂行する為に当時の政府が無尽蔵に国債を発行し戦争を続けてきました。その結果終戦後、当時通貨の単位が銭だったものが銭では途轍も無い量の通貨を必要とするほどのハイパーインフレになり通貨単位を銭から円に変えざるをえなくなりました。そして貯金を持っていた一般国人は貨幣価値が一挙に１/１０００程度まで下がってしまい、大きな苦しみを味わいました。その教訓から日銀は政府から直接債権を買う事を禁じる法律が出来たのです。とは言え、発行した債券を国内金融機関に一旦売却し、年に一定の割合で日銀が市中から購入し６０年で償却制度をとっていて、赤字の財政政策が可能となっています。

２．　中央銀行（日本銀行）の独立性がなぜ必要か
我々が一般的にお金と言うと頭に浮かぶのはお札です。ところが、お札を見てみると裏を見ても面を見ても「日本国」なり、「日本政府」とは書いてありません。一方硬貨を見てみましょう。１円硬貨でさえ「日本国」と書いてあります、これは５円硬貨にも１０円硬貨にも、百円硬貨にも５百円硬貨にも、全ての硬貨には日本国と書いてあります。一方１万円札を見てみますと「日本銀行券」と書いてあり、千円札にも書いてあります。通貨という言葉を調べてみますと通貨は硬貨の事を言い、紙幣は補助通貨というのが正式な言い方だそうです。
ではお札は何なのかと調べてみると、日本の場合、お札は日本銀行が発行する約束手形なのです。約束手形とは今現在はお金では支払いませんが、後日この手形と交換でお金を支払いますと言う証書です。ですから昔はお札を中央銀行に持って行けば同価値の貴金属と交換してくれました。これを兌換通貨と呼んでいました。お札と交換する貴金属は世界では一般的に金との交換でしたが日本では明治以降一時的に金を採用した時はありましたが、銀との交換でした。しかし１９７１年８月、ニクソン大統領の発表した、ドルの金との交換 停止以降（いわゆるニクソン・ショック）、世界でとられたのが管理通貨制度と呼ばれる制度です。通貨は物と物との交換、つまり物々交換の不便さを解消するために発生した物々交換の間に入るものです。ですから通貨の量は物の全体の価値に各種サービスの全体の価値とバランスが取れていれば良いので、発行元が通貨の量と価値の総量のバランスを見て通貨の量を管理する制度です。この制度は裏づけとなる貴金属の必要がありませんから、幾らでも通貨の発行が可能です。お札の発行の仕組みは日本政府が債権を発行し、その債権と中央銀行が製造した日本銀行券とを交換し市中に出すようになっています。中央銀行と政府が一体となっている場合、通貨の量を幾らでも増やす事ができます。つまり、紙に紙幣の模様を印刷すれば、それがお金に変わります。紙代も印刷代金も費用とすれば小額です。それが高額な紙幣に変わる訳ですから気持ちとすれば印刷をすればするほど儲かりますので、だれでもその行為をしたくなります。その危険性を避ける為に取った制度が政府と中央銀行を別組織にして中央銀行を政府機関ではなく株式会社にしているわけです。管理通貨制度の基本は今現在国内にある価値の総量に見合った量の通貨を管理し発行する事です。通貨の量が不足すれば物の価値が下がりでデフレになり通貨の量が多いと物の価値が上がる、逆の言い方をすると貨幣価値が下がりインフレとなります。中央銀行の役目が通貨の価値の維持が最大の目的と言われる所以です。その為にも中央銀行の独立性が必要となるわけです。
３．　物価とは
物価とは文字どおり物の価格ですが，経済学で単に物価というとき、あるいは物価問題というように用いられるときには通常個々の財の価格ではなく、経済全体での一般的な物価水準を指します。もちろん現実経済に一般的な物価というものが存在するわけではなく、それは統計的な指数（多くの財の価格の平均）によってとらえられるものです。たとえばどのような財の価格を指数に取り入れるかによって、消費者物価指数、卸売物価指数、GNPデフレーター等があり、これらはそれぞれ目的に応じて使い分けられています。
前項でも述べたが物価と通貨とは密接な関係にありバランスが大事なので、中央銀行の役目が大事だという事がわかります。政府と中央銀行の独立性が不十分な状態だった国は過去に多くありました。直近ではアルゼンチンが思い浮かびます。日本の場合は戦後直ぐの新円発行のときです。中央銀行の独立性が不十分で無尽蔵の通貨を発行した場合ハイパーインフレと呼ばれる貨幣価値の急激な低下を招き物価が異常な高騰をします。ではその事で国が滅びるかというと、そんな事はありません。何故なら貨幣価値が下がると、その国以外の通貨との価値も下がりますから輸出物価が下がり輸出の量が増え経済が持ち直すからです。従って財政危機を迎えた国で無くなった国はありません。自国の通貨と他国の通貨の交換レートが下がる事により、そこで発生する輸出･輸入量の変化が経済を立ちなおす原因となるからです。しかし、その事で苦しむのは一般国民です。日本の戦後で言いますと、それまで家一軒買う事の出来た貯金がインフレの後では一ヶ月の生活費にしかならない価値に落ちてしまいました。輸出価格が他国の貨幣価値から見れば安くなるので他国の人がその国から輸出された物を買うのは喜びますが、他国から輸入された物をその国の人が買う場合はとてつもなく高額になり、苦しみます。つまり通貨が国の価値以上に発行されると結局苦しむのは国民なのです。
４．　年度別債権の発行推移

昭和５０年から平成２６年度までの年別債権発行高を見てみましょう。
昭和５０年までの財政は健全といえます。それまで発行していた国債は一般的に建設国債と呼ばれる債権でした。建設国債は国のインフラを整備する費用を債権で補っていました。インフラは国の財産となり残る物ですから、債権が財産に変わるという考えで債券発行が認められていました。しかし、歳出額が増加し歳入額を上回り税収だけでは予算が成り立たなくなり発行されるようになり新たに別枠で発行されたのが赤字国債と言われる特別公債です。特別公債はインフラ整備に使われる費用ではなく人件費その他の財産として残らない使いきりの債権なので長らく予算作成においては敬遠されてきました。しかし政府の規模が大きくなり税収だけでは歳出が捻出できなくなり、特別債権が発行された訳ですが、一度発行されるとタガが外されたように予算規模が増加してきました。日銀法では通貨の発行は債権等の担保を取らなければならないと決められていますから市中に出回る通貨の量は当然の結果として経済の規模の拡大を可能にします。逆説的に考えると経済規模の拡大には通貨の量の拡大が必要で、その裏づけとなる債権の発行が必要な理由にもなります。ただし気をつけなければいけないのは、債権の発行は打ちでの小槌となりえるので、その点の見張り役として今の財務省、当時の大蔵省の役目が重要と成ります。戦前は兌換通貨制度をとっていましたが、現在は管理通貨制度を殆どの国で採用しています。管理通貨制度は経済規模と通貨の量を政府が管理しバランスを取る仕組みで、その役目が政府にあります。
昭和５０年から平成２６年までの債権発行高を見てみましょう。

	年度別債権発行高(兆円）
	
	
	
	
	
	

	年度
	昭和50年
	昭和51年
	昭和52年
	昭和53年
	昭和54年
	昭和55年
	昭和56年
	昭和57年

	
	5.3
	7.2
	9.6
	10.7
	13.5
	14.2
	12.9
	14

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	昭和58年
	昭和59年
	昭和60年
	昭和61年
	昭和62年
	昭和63年
	 平成1年
	平成2年

	
	13.5
	12.8
	12.3
	11.3
	9.4
	7.2
	6.6
	6.3

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	平成3年
	平成4年
	平成5年
	平成6年
	平成7年
	平成8年
	平成9年
	平成10年

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	6.7
	9.5
	16.2
	13.2
	18.4
	19.9
	18.5
	34

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	平成11年
	平成12年
	平成13年
	平成14年
	平成15年
	平成16年
	平成17年
	平成18年

	
	37.5
	33
	30
	35
	35.3
	35.5
	31.3
	27.5

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	平成19年
	平成20年
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	
	25.4
	33.2
	52
	42.3
	42.6
	47.5
	40.9
	41.3


財務省資料
昭和５０年度予算額が２０兆８００億円ですから予算は４．３倍になりました。債券発行が過去４０年間に７．７倍に膨らんでいる事がわかります。
債権の増加傾向を見ると平成５年から急激に増えだしたことがわかります。この年から不良債権による銀行の経営状態の悪化が顕著になり、銀行の破綻が見え出した頃で、金融制度を守る為の政策の準備に入りだした時です。この年の日本はバブルが崩壊し経済が不況の中にあり企業の業績も最悪期にあり、税収も減り国の予算の原資と成る税収不足が顕著となった時に経済の血液たる銀行の破綻が見え出し、日本経済そのものが破綻する危機にあり、それを乗り切る為に赤字国債の大量発行が始まりました。

それから失われた２０年と呼ばれるデフレの時代となり、日本中が暗い時代をむかえました。そして平成６年８月に発足した安倍内閣によりデフレ脱却のスローガンと伴に通貨の大量発行で物価の下落を、安定的な物価上昇を目指す政策に変更されました。その結果、昨年の税収も増え、安倍内閣が発足した時より税収が１７兆円増加して円対ドル相場も８０円台の超円高から１１０円台の状態を維持するようになり物価も少しずつ上昇するようになって来ました。
第二章　かかる状況が無策のまま継続した場合の国家財政の行く末
昨年から物価の低下も収まり、企業業績も回復し、税収の増加も現実のものとなって、雇用問題も回復しました。しかし、２０１５年あたりからアメリカにおける新しい石油及び天然ガスの新しい方法、シェール石油･ガスにより原油価格及び天然ガスの価格が下がり資源国の経済が低下した事と長年無理をして経済発展を続けてきた中国の過剰債務と過剰設備の問題が顕著になり、世界経済に暗雲が漂い始め、順調に見えた日本経済にも影が見え始めてきました。そこで負担と成るのが日本政府及び地方自治体の債権の累積増加の問題です。
第一節　債権発行残高が毎年増えています。
１．　債権の残高の推移

ここで過去の債権の増加を整理してみましょう。

	年度別債権残高(兆円）

	年度
	昭和50年
	昭和51年
	昭和51年
	昭和53年
	昭和54年
	昭和55年
	昭和56年
	昭和57年

	残高
	15
	22
	32
	43
	56
	71
	82
	96

	前年比増減
	
	7
	10
	11
	13
	15
	11
	14

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度
	昭和58年
	昭和59年
	昭和60年
	昭和61年
	昭和62年
	昭和63年
	 平成1年
	平成2年

	残高
	110
	122
	134
	145
	152
	157
	161
	166

	前年比増減
	14
	12
	12
	11
	7
	5
	4
	5

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度
	平成3年
	平成4年
	平成5年
	平成6年
	平成7年
	平成8年
	平成9年
	平成10年

	残高
	172
	178
	193
	207
	225
	245
	258
	295

	前年比増減
	6
	6
	15
	14
	18
	20
	13
	37

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度
	平成11年
	平成12年
	平成13年
	平成14年
	平成15年
	平成16年
	平成17年
	平成18年

	残高
	323
	368
	392
	421
	457
	499
	527
	532

	前年比増減
	28
	45
	24
	29
	36
	42
	28
	5

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	年度
	平成19年
	平成20年
	平成21年
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	残高
	541
	541
	594
	636
	670
	705
	744
	780

	前年比増減
	9
	0
	53
	42
	34
	35
	39
	36


財務省資料
公債の発行から脱却することのできた平成２年度以降の国債残高の累増について見てみると、歳出原因として、平成１年代は公共事業関係費の増加でしたが、近年は高齢化の進行等に伴う社会保障関係費の増加や地方財政の悪化に伴う財源不足の補てんが増加の主な要因となっています。また、歳入面では、景気の悪化や減税による税収の落ち込みが主要因となっています。
国債を保有者別に割合を見てみますと金融機関３２．３％、年金保険２５．４％、民間銀行２５．２％、社会保障基金等５．９％、海外５．４％、投信･信託３．２％、家計１．５％、企業０．６％、非営利団体０．４％などです。日本国外の所有者割合５．４％です。
２．　米国の商務省証券の保有者と割合

　

アメリカ商務省条件保有者別割合は米国社会保障年金１９％、米国財務省１１．３％、中国８％、家計６．６％、日本６．４％、州政府３．５％、個人年金３．５％、イギリス２．４％、ＭＭＦ２．４％、地方政府年金２．２％、銀行２．１％、石油輸出国１．６％、ブラジル１．５％、台湾１．１％、カリブ海銀行１％、香港０．９％です。アメリカ国外所有の割合が２１．８％となっています。
第二節　日本の経済が順調になるためには

日本の政府及び地方自治体の債務は諸外国を例に見ないほど累積してします。これは日本のバブル崩壊以降の景気が悪化して税収が不足した事、バブルで生じた不良債権での金融機関の破たん処理に必要な資金を捻出する必要性から、そして度重なる大地震の復興に必要な資金を捻出するため等の原因と、景気悪化から設備投資抑制の減少による企業の潤沢な内部保留金、平均余命が長くなる事に対する不安から家計が蓄えた豊富な金融資産から発生した国内資金環境で多額の債券発行が可能だった事で、それまで日本に発生した多くの問題が処理できた事になります。

しかし、今世界で起きている様々な問題、日本がおかれている超高齢化社会の進展に伴う資金需要、景気が回復して行く中で設備投資が活発になり余剰金融資金が減少する事などの要因から、今までのように大量の債権を発行できなくなる恐れがあります。それらの理由から国内で資金を調達する事が困難になり、海外から資金を調達する必要性が生じます。海外から資金を調達する場合、金利が大きく変動する恐れもあります。

これからは、一般会計に占める国債利払いが増加し本来使うべき項目に予算が使えなくなり、これから益々増加する社会福祉関連予算が不足する恐れもあり、国民生活に多大な悪影響を与える可能性があります。
第三節　景気が良くなるためには
安倍政権が誕生してから、毛利元就の三人の子供に一人は弱くても三人が協力し力を合わせれば折れなくなる、と言う史実に例えられた、いわゆる三本の矢政策で現在実際に動いているのはまだ１本目の金融政策、二本目の財政出動だけです。三本目の矢の民間活力の増大は準備の段階です。これには各種制度の見直しと規制の改革、企業意識・国民意識の変更が必要で時間がかかります。しかし、この三本の矢が完成されれば日本経済は長く続いた苦しみから抜け出し好循環を始めます。日本が戦後の焼け野原から今日の発展を遂げたのは製造業の発展でした。政府なり企業のトップが方針をたて、国民、社員が懸命に働く、それが原動力でした。しかし、少し前まで日本の繁栄の基礎となった製造業が新興国に押され、国の多くの人の生命を維持してきた農業も衰退しています。これは政策が悪いのではなく、繁栄を築いた輸出が結果として円高を招き、諸外国に比べ賃金が高く製造コストが上がり輸出が振るわなくなったこと、外国と比べると農産物の価格が高く農産物の多くが輸入され農産物の価格が下がり農業の魅力が無くなってきたことが原因です。しかし、実質的に働く人の賃金が高いのでしょうか。農産物の価格が高いのでしょうか。そんな事はありません。もしそんな高賃金、高価な農産物なら勤労者も農家ももっと豊かな暮らしをしているはずで、農家の数も減る事は有りません。この原因は何かと考えた時、円の価値が実力以上に上がった事が原因です。今まで懸命に働き、血のにじむコストダウンを武器にして輸出した結果、輸出物価が下がり、輸出量が多くなり、結果として円の価値が輸出物価だけで決められ事になっていたからです。大量生産の汎用商品を安く輸出する事が円の価格を上げ、購買力での比較により決まるべき円の価値が高く、日本の現状に合わなくなった事が、円の価値の割に生活にゆとりが無くなった事に繋がります。農産物の他国に比べ硬貨だという結果になりました。この弊害が国民に苦しみとして襲ってきました。もう汎用品を無理した労働、無理したコストダウンで輸出する時代は終わらせなくてはいけません。幸い、現在の日本は内需国家に変貌しました。これからの日本はサービス、観光、そしてパテントに代表される付加価値、そして日本しか出来ないような高付加価値の製造業に成ることが必要です。しかし幸いな事に失われた２０年と言われる間に、企業も社会もデフレに苦しむ中で悩み改革し、そこへの変革が出来ています。安倍のミックスと呼ばれる三本の矢が成功し、デフレを脱却し内需で経済が繁栄すれば北欧の国々のようにＧＤＰは大きくは無いが、人口も大きくはないが、国土面積も少ないけれど、国民が豊かに安心して暮らせる国に変貌する可能性があるでしょう。
第三章　持続可能な国家財政とするためにはどのような政策を講ずるべきか
失われた２０年と言われる期間に日本の環境が大きく変わりました。幸い不良債権の問題も多くは解決し企業体質も改善し平成２６年は１５年ぶりに企業倒産件数も１，０００件をわり、雇用環境も改善しました。
昭和の時代までは日本の経済は外需に支えられていましたが、平成２６年度の日本経済は内需が８８％を占め、内需国家に変わりました。内需国家とは国内で製造した物やサービスを国内で消費しサービスを受けて成り立っています。国内消費が活発になるためには働く人が豊かになる必要があります。安部内閣が賃金を上げる要請を経済界にしたのも、国内経済が活発に成るためには賃金の上昇、失業率の減少が必要あるからです。現在日本の経済の重石になっているデフレも解消する必要があります。日銀の通貨供給量の増加政策もまさにこれを狙っている事です。昨年からの世界経済の停滞、中国経済への不安等はありますが、安部内閣が打ってきた様々な政策が必ず成果を出し、日本もデフレを脱却し経済が活発化するでしょう。
現在の社会は各家庭においても殆どの物が備わっている状態です。物の無い時代は新規需要が旺盛なことが必要ですが、物が行き渡った社会では買い替え需要しかありません。物の生産は経済の基本ではありますが、これからの日本経済はサービス業を主体にして行く必要があります。一例として、介護産業があります。日本が高齢化社会に入りつつあり、介護保険制度ができ、介護産業が生まれ大きな市場となっています。現在勤労者として働いている人もいずれ高齢者になります。高齢者は、それまで社会を支えてきた人達です。老後を迎えた人に苦しい生活をさせるのは社会としては無責任といわざるをえません。働いてきた人もやがて高齢者になり、安定した生活、健康な暮らしが出来るようなサイクルの確立は必要な事で、成熟した社会といえます。そしてそれもサービス業の一つとして内需経済に貢献する事になるのです。
第一節　バランスシートから見える財政の現実

財務省の資料の中に貸借対照表があります、一般的にはバランスシートと呼ばれるものです。

左側に資産の部門別と合計が書かれています、右側に負債の部門別と合計が書かれています。

企業の決算書の国版といえるものです。

日本政府の資産は６５２．７兆円です、負債合計は１，１４３兆円で差額は４９０．４兆円です。

つまり日本政府関係の実質的な負債は４９０兆円です。ＧＤＰとの割合は８０％で、アメリカの負債・ＧＤＰ比とほぼ一緒です。日本の場合は負債といわれている債権額は多いですが資産も多い国といえます。

１．　日本政府の実際の債務
国の財政の中に占める債権発行額が多く国、地方、その他の負債総額が１，１００兆円以上と言われています。負債の多さが叫ばれていますが、普通の会社には貸借対照表があり、資産の合計と負債の合計が発表されます。政府の報道から聞こえてくる殆どが負債の多さです。また報道からも聞こえてくるのは負債のことがほとんどです。一般社会の会社にある貸借対照表と同じ物を数年前から財務省も発表するようになりました。

日本政府とアメリカ政府の貸借対照表です（日本政府は2015年末、アメリカ政府は2010年末）。
	資産の部
	負債の部

	現金・預金
	18.6
	未払金等
	11.2

	未収金等
	129.3
	政府短期証券
	101.6

	前払費用
	11.9
	公債 
	855.8

	貸付金
	1.3
	借入金
	28.4

	運用寄託金
	137.9
	預託金
	7

	貸倒引当金
	104.8
	責任準備金
	9.4

	貸倒引当金
	▲ 2.3
	公的年金預り金
	112.2

	有形固定資産 
	177.7
	退職給付引当金等 
	9.1

	無形固定資産 
	0.2
	その他の負債 
	8.4

	出資金
	66.3
	負債合計
	

	その他の資産 
	6.9
	資産・負債差額の部

	
	
	資産・負債差額
	1,143.00

	
	
	負債及び資産・負債差額合計
	▲ 490.4

	資産合計
	652.7
	負債及び資産・負債差額合計
	652.7


単位　兆円　（財務省データ）
	アメリカ政府の貸借対照表　　兆ドル

	資産の部
	
	負債の部
	

	現金・金融資産
	428
	連邦債・未払い利息

	貸付金
	689
	職員・軍人の未払い給付
	57､20

	株式投資
	145
	処理未払い債務
	321

	棚卸し・財産
	286
	保険保証債務
	178

	有形固定資産
	829
	政府系企業への債務
	360

	政府系企業への投資
	109
	その他負債
	720

	その他資産
	398
	負債合計
	16,357

	
	
	資産負債差額
	▲23,473

	合計
	2,884
	負債及び資産・負債差額合計
	2,884

	
	2010末
	米国会計監査院資料


第二節　バランスシートから見た日本の債務、そして未来
平成２７年度の政府のバランスシートを見てみますと、負債の総額は１，１４３兆円です。そして資産の総額は６５２兆円です。実質的な債務は４９０兆円です。

日本銀行は株式会社です。しかし政府が発行株式の５５％を所有していますから一般的な考えでは政府の子会社です。一般の会社の場合は子会社の資産・債務・利益は株式所有分を連結決算として計上します。日銀の利益分は日銀納付金として、その他の収入に計上していますが資産･負債の項目がバランスシートには反映されていません。日銀の資産･負債をバランスシートに反映させた場合には政府及び地方、その他を加えた負債総額は数百兆円単位で減る事になります。それを考慮した場合には日本がGDPの２倍の負債を抱えた国家だと言う事はありえなくなります。とは言え日本の抱えている問題、生産人口の減少、高齢化社会から生ずる税収の減少、社会福祉予算の増加を考えた場合、気を緩める事は避けなければなりません。ですが、負債の多い国という事ばかり叫ぶ事による弊害も考えなければなりません。
１．　過去２０年間での日本の変貌
幸い失われた２０年と言われた間に日本の法人の持つ内部留保金も３００兆円を超え、家計の持つ預貯金も１，０００兆円を超えています。そして、２０年前までは日本の技術も殆どがアメリカなどからの借り物でしたが、この２０年の間に日本は世界有数の技術大国になりました。その間に少ないとは言え労働者の賃金も上昇しましたが労働生産性が上がり生産コストは下がり、結果として企業内部留保金が増えた原因の一つになっています。これは自動化技術の開発、産業廃棄物の再資源化等、企業・社会が努力した結果です。この期間に得た技術は日本の大きな財産です。人口の減少、高齢化社会でも日本が発展する可能性を秘めています。
第三節　これからの日本経済の進むべき方向

日銀の黒田総裁が平成２５年に就任してから量的緩和政策を打ち出し２年が経ちました。２８年１月から日銀当座預金の金利を－０．１％にし、それまでの＋０．１％から変更しました。これにより金融機関が余剰資金を日銀の当座預金に預けておけば金利が低いと言ども１，０００億円で１億円の利息収入を得る事ができました。しかしマイナス金利になると逆に１億円の金利を日銀に払うことになります。日銀は金融機関から債権を年間８０兆円買い取る政策をとっています。金融機関は日銀に債権を譲渡して得たお金を当座預金に預けていました。マイナス金利の政策後はそれまで８００億円入っていた預け入り金利がそれまでの反対の８００億円の支払い金利に変わります。金融機関にとっては１，６００億円の減収になりますから当座預金に預けるのを止め、市中の借り手を捜し低い金利でも貸し出そうとするでしょう。当座預金金利がプラスの時は日銀がとった量的緩和政策が当座預金に移動するだけで政策の目的が達成できずにいました。結局、量的緩和政策はそれまで８０円だった円/ドルの為替レートが１１０円に変わり、輸出が量、利益ともに改善された事で、本来の目的である経済の活性化への貢献は少なかった事も事実です。しかし、この政策により金融機関は徐々にですが市中に貸し出しを増やし、日銀の思惑のように物価上昇ができると期待されています。
１．　日本の技術が財の発展に貢献する

日本はこの２０年の間に世界でも最先端の技術を持ちました。これらの技術そして、今世界、特に東アジアで深刻となっている産業の発展から生じた各種の公害問題の解決にその技術を有効に使い地球温暖化を含む様々な問題の解決に貢献できます。中央リニア新幹線の技術も地震国家である日本だからこそ開発できた技術です。それまでの鉄路の上を走る列車は大地震の時の対処としては早く列車を停止させる方法しか取れません。中央リニアの技術は超電導磁石を使った列車です。世界でもリニア列車は存在しますが日本以外のリニア列車は常伝道磁石を使っています。常電導磁石は磁石間の離隔距離が１センチメートル以上は取れませんが、超電導磁石の場合は１０センチメートル離隔距離が取れます。地震時に地面が揺れる振幅は大地震でも左右に９センチメートル移動する位ですから地面と接していない超電導リニアの場合は列車が停止するまで列車自体に地震による揺れが伝わる事は少なく、しかも上下にも１０センチメートルの余裕が有り、地震時に動いた断層の上を走って居ない限り安全です。地震は多くの国でも発生します。地震時の安全な列車はこれから需要が大きい事になります。
航空機の機体に使われている炭素繊維、数年内に実用化されそうな固体リチウム電池等、日本が保有する技術はこれからの世界で安全と地球温暖化防止、自然環境の保全で大きな需要が期待できます。

２．　観光立国へのかじ取り
安倍政権になってから、それまで８００万人程度だった日本を訪れる観光客が２０２０年までに３，０００万人になると言われています。観光産業は大きな産業です。平成２７年度は２，０００万人が外国から日本を訪れました。政府は２０２０年に日本を訪れる観光客を３，０００万人という目標にへんこうしました。これにより得られる観光収入は３兆１，０００万円が期待できます。また最近の傾向として、それまで東京、京都、大阪のような、知られている場所に集中していた観光客が日本のいたる場所を訪問するようになってきています。これは安倍政権が唱えている地方活性化にも繋がり、日本全体の底上げが可能となります。
日本が失われた２０年で得た財産は計り知れません。この期間に得た財産がこれから花開き日本の経済成長に大いに貢献します。その為にも現在、政府・日銀の政策が一日も早く実を結ぶ事を願います。それが結局、政府が発行した大量の債券残高の減少に繋がると考えられます。
平成２７年度の税収は５４兆円である。実質的な債務は税収の３～４倍であり、一般的な人がローンを組む場合には収入の５倍以下が健全と言われている。この事を見ても日本の債務が悲惨な状態では無い事がわかります。しかし、仮に年収の４倍としても５倍は目の前に迫っており、これ以上の債務の増加は防がねばなりません。政府の経済の舵取りとデフレが収まり日本経済が順調な発展をする事が少子高齢化の社会でも人が幸せな生活を営む理想の社会となると考えられます。
北欧の国は人口も少なくGDPも少ないのですが、長年国民一人当たりの所得と幸せ度が世界でも有数の国になっています。人口が減少しても健全な経済社会を構成すれば、決して不安になる必要は無く、人々が快適な環境の中で幸せに暮らす社会へと変化する事に繋がっていくでしょう。
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※クオリティを低めに設定した論文です


